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－1－ 

令 和 元 年 度 宮 代 町 一 般 会 計 補 正 予 算（第５号） 

 

 

 

 令和元年度宮代町の一般会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６５，４６５千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，６９２，４２５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和元年１１月２８日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令　和　元　年　度

宮 代 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （第5号）
（　附　　予　算　説　明　書　）



第　 　

7

2 都 市 計 画

,

費 796,275 23

2

9 796,514

1

10 教 育 費

1

1,005,988 △

1

4,112 1,001

5

,876

4

1 教 育 総 務 費 132

1

,528 △5,337

7

127,191

歳

7

2 小 学 校 費 1

,

82,660 813 1

3

83,473

6

4 社 会 教 育 費 1

5

96,382 209 196,591

5 保 健 体 育 費 389,514 203 389,717

歳　　　出　　

　

　合　　　計 10,626,960 65,4

1

65 10,692,4

6

25

一般会計

財 産 収 入 4,

出

254 20 4,274

　

1 財 産

予

運 用 収 入 4,252 2

　

0 4,272

算

17 寄 附 金 35

　

,000 25,000

補

60,000

１ 　

1 寄 附 金 35,

正

000 25,000 6

歳

0,000

　

18 繰 入 金 482

入

,659 38,730

（

521,389

単

2 基 金 繰 入 金

位

287,859 38,

：

730 326,589

千

20 諸

　

円

収 入 312,960 1

）

,561 314,521

3 受 託 事 業 収 入 23,760 1,561 25,321

歳　　　入　　　合　　　計 10,626,960 65,465 10,692,425

歳　

表

款

出 （単位：千円）

項 款 項 補正補 前の額 補　正　額 計

－

正

3－

1

前

議 会 費 100,857

の

216 101,073

額

1 議 会

補

費 100,857 21

　

6 101,073

正

2 総 務 費 1

　

　

,719,076 45

額

,081 1,764,

計

157

－

1 総 務 管 理 費 1,37

2

3,834 44,38

－

5 1,418,219

2 徴 税 費 211,581 258 211,839

3 戸 籍 住 民

　

基 本 台 帳 費 73,969 438 74,407

3 民 生

1

費 4,018,254

5

22,583 4,04

県

0,837

支

1 社 会 福 祉 費 2,

出

220,557 20,

金

578 2,241,1

7

35

2

歳

6

児 童 福 祉 費 1,778

0

,895 1,977 1

,

,780,872

0

3 国 民 年 金

1

事 務 取 扱 費 18,80

4

2 28 18,830

1

4 衛 生 費

5

843,911 1,0

4

84 844,995

7

1 保 健 衛

　

6

生 費 357,880 1

0

,084 358,96

,

4

6 農

1

林 水 産 業 費 270,8

6

11 157 270,9

8

68

1 農 業 費 270,811 157 270,968

7 商 工 費 192,311 84

入

192,395

1 商 工 費 192,311 84 192

2

,395

県

8 土 木 費 1,079

補

,496 372 1,0

助

79,868

金

1 道 路 橋 り ょ う

1

費 283,221 13

7

3 283,354



１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

み や し ろ 議 会 だ よ り み や し ろ 議 会 だ よ り 印 刷
印 刷 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

会 議 録 調 製 業 務
委 託 に 要 す る 額

広 報 み や し ろ 印 刷 広 報 み や し ろ 印 刷 製 本
製 本 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

寄 付 金 収 納 寄 付 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

住 基 シ ス テ ム 等 電 算 処 理 住 基 シ ス テ ム 等 電 算 処 理
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

戸 籍 総 合 シ ス テ ム 戸 籍 総 合 シ ス テ ム 更 新 業 務
更 新 業 務 委 託 委 託 に 要 す る 額

税 金 収 納 税 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 及 び 防 犯灯 修繕 工事 並び に設 置、
設 置 工 事 等 単 価 契 約 撤 去及 び移 設工 事に 要す る額

有 料 駐 輪 場 管 理 有 料 駐 輪 場 管 理 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

学 童 保 育 所 学 童 保 育 所
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

ファミリー・サポートセンター ファミリー・サポートセンター
事 業 業 務 委 託 契 約 事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額

緊 急 サ ポ ー ト セ ン タ ー 緊 急 サ ポ ー ト セ ン タ ー
事 業 業 務 委 託 契 約 事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額

町 立 み や し ろ 保 育 園 町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
給 食 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

町 立 国 納 保 育 園 町 立 国 納 保 育 園 給 食
給 食 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

定 期 予 防 接 種 乳 幼 児 予 防 接 種 及 び 高 齢 者
業 務 委 託 契 約 肺 炎球 菌ワ クチ ンに 要す る額

妊 婦 健 康 診 査 妊 婦 健 康 診 査
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

新 し い 村 新 し い 村
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 学 校 給 食 用 食 材 の
食 材 売 買 契 約 購 入 に 要 す る 額

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ２ 年 度

会 議 録 調 製 業 務 委 託 契 約

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

－4－



（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

学 校 給 食 用 学 校 給 食 用 牛 乳 の
牛 乳 供 給 契 約 購 入 に 要 す る 額

英 語 指 導 助 手 派 遣 英 語 指 導 助 手 派 遣
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

－5－



令　和　元　年　度

宮代町一般会計補正予算（第5号）に関する説明書 



歳 正

168

1

 

6 財 産 収 入 4,254

予

20 4,274

 

17 寄 附 金 35

算

,000 25,000

 

60,000

事

18 繰 入 金 482

 

,659 38,730

項

521,389

 

20 諸 収 入 31

入 別

2,960 1,561

 

314,521

明

歳 入 合 

 

計 10,626,96

細

0 65,465 10,

 

692,425

書

１.総

 

　括

歳

　(歳　入) （単位：

 

千円）

款 補　正　前　

出

の　額 補　　正　　額

 

計

－7－

補

15 県 支 出 金 760,

 

014 154 760,



 般 財 源
国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

一般会計

－8－ －9－

1 議 会 費 100,857 21

　

6 101,073 21

(

6

歳

2 総 務 費 1,7

　

19,076 45,0

出

81 1,764,15

)

7 154 25,020

（

19,907

単

3 民

位

生 費 4,018,25

：

4 22,583 4,0

千

40,837 22,5

円

83

）

4 衛 生 費 84

補

3,911 1,084

　

844,995 1,5

　

61 △477

　

6 農

　

林 水 産 業 費 270,8

正

11 157 270,9

　

68 157

　

7 商 工

　

費 192,311 84

　

192,395 84

額　

8 土 木 費 1,079

　

,496 372 1,0

　

79,868 372

　の

10 教 育 費 1,00

　

5,988 △4,11

　

2 1,001,876

　

△4,112

　財

歳 出 合 計 10,

　

626,960 65,

　

465 10,692,

　

425 154 26,5

　

81 38,730

源　　　　内　　　　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源
一



２．

－11－

（住民課）1 総務費県補助金 1,702 154 1,856 1 総務費県補助金 154 個人番号カード交付事務費補助金

　申請時来庁方式による個人番号カードの交付に伴う

歳

電

(

算機器借上料に対す

第

る補助金

1

計 1

5

77,211 154 1

款

77,365

(第16

)

款) 財産収入 (第1項

県

) 財産運用収入

（

支

企画財政課）

出

2 利子及

　

金

び配当金 393 20 4

(

13 1 利子及び配当金

第

20 財政調整基金利子

2

17

項

　基金運用利子の

)

増

（企画財政課）

県

公

補

共施設整備基金利子 3

助金

　基金運用利子の増

入

（単

計 4,252 2

位

0 4,272

(第17

：

款) 寄附金 (第1項)

千

寄附金

（企画財政

円

課）

）

1 総務費寄附金 3

節

5,000 25,00

目

0 60,000 1 総務

補

費寄附金 25,000

正

総務費寄附金

前

　ふるさ

の

と納税の増

額

計

補

35,000 25,0

 

00 60,000

(第

正

18款) 繰入金 (第2

 

項) 基金繰入金

（

額

企画財政課）

計

1 財政調

説

整基金繰入 125,4

　

66 38,730 16

　

4,196 1 財政調整

　

基金繰入金 38,73

　

0 財政調整基金繰入金

　　

金 　財源調整

　　

計 287,859 38

明

,730 326,58

補

9

(第20款) 諸収入

　

(第3項) 受託事業収

　

入

（住民課）

　

2 衛

正

生費受託事業収 12,

　

603 1,561 14

　

,164 1 後期高齢者

　

健康診査受託 1,56

理

1 後期高齢者健康診査

　

受託事業収入

　

入 事業収

　

入 　健康診査受診者数

由

の増加による受託事業

区

収入の増

　

計 2

　

3,760 1,561

分

25,321

20．諸

金

収入

　　　額

一般会計

－10－



３．

　

扶養手当 △256

　明

住居手当 △1

補

62

　

特別職

　

通勤手当 △138

正　

一般職通勤手当

　

△29

理

特別

　

職期末手当 △133

　由

一般職期末手

一

当 △16

 

勤

般

勉手当 761

 財

児童手当 425

 源

4 共済費 △1

区

,218 市町村共済組

　

合負担金（特別職） △

分

181

金

市町

　

村共済組合負担金（一

額

般職） △612

国県

市町村共済組合負

支

担金追加費用 

出金

（特別職） △34

地 

市町村共済

方

組合負担金追加費用 

 債

（一般職）

そ

△98

 

年金

の

給付に要する費用 △1

 

07

他

地方公

一

務員災害補償基金負担

般

金 △171

会計

再任用社会保険料 △1

－

5

1

19 負

2

担金、補 7,687 市

－

町村総合事務組合負担

－

金（退職

1

助

3

及び交付 手当） 7,6

－

87

金

2．総務費

1 議会費 100,857 216 101,073 216 3 職員手当等 237

歳

  1 議会人件費 44

4 共済費 △21   3 議会運営事業 172

( 1)議会人件費 （総務課） 　人件費補正（給

(

与改定等）

第

　

1

27,205 44 2

款

7,249 44 3 職員

)

手当等 65 勤勉手当 6

議

5

会

4 共済

費

費 △21 市町村共済組

(

合負担金（一般職） △

第

14

1

市町村

項

共済組合負担金追加費

出

)

用 

議

（一般

会

職） △7

費

( 3)議

（

会運営事業 （議会事務

単

局） 　議員期末手当月

位

数増に伴う増

：千

65,705 172

円

65,877 172 3

）

職員手当等 172 議員

補

期末手当 172

 正

計 100,

 

857 216 101,

額

073 216

(第2款

 

) 総務費 (第1項) 総

の

務管理費

 財

1 一般管理費 608,

 

781 7,408 61

源

6,189 7,408

 

2 給料 △1,936  

内

 1 一般管理人件費

 

4,893

訳 節

3 職員手当等 360  

目

 3 総務管理事業 7

(

92

事

4 共済

業

費 △1,218   5

)

 文書通信庶務事業 1

補

,723

正

1

前

2 役務費 1,723

の額

13 委託料 7

補

92

 

19 負

正

担金、補 7,687

 額

助及び交付

計 特

金

 

( 1)一

 

般管理人件費 （総務課

定

） 　人件費補正（給与

 

改定等）

 財

485,804 4,8

 

93 490,697 4

 

,893 2 給料 △1,

源

936 副町長 △648

説　

一般職 △1

　

,288

　　

3 職員手当等 360 地

　

域手当 △92

　



補

04,197 582 1

　

5 工事請負費 170  

　

 1 庁舎等管理事業

正

582

　

18

　

備品購入費 412

理　

( 1)庁舎等管理事

　

業 （企画財政課） 　マ

由

イナンバー受付窓口設

一

置に係る経費

の追加

 般

59,98

 

4 582 60,566

財

582 15 工事請負費

 

170 庁舎電源追加工

源

事 170

区　

18 備品購入費 412

分

庁舎管理備品購入費 4

金

12

　

6 企

額

画費 139,834 1

国

1,375 151,2

県

09 11,375 12

支

役務費 2,500   

出

7 ふるさと納税管理

金

事業 11,375

地 

13 委託料 1,

方

375

 

19

債

負担金、補 7,500

そ 

助及び交付

の 

金

他

( 7)

一

ふるさと納税管理事業

般

（企画財政課） 　ふる

会

さと納税件数の増加に

計

伴う返礼品

代等の増

－1

17,25

4

6 11,375 28,

－

631 11,375 1

－

2 役務費 2,500 決

1

済手数料 300

5－

特産品郵送料 2,200

13 委託料 1,375 ふるさと納税PR業務委託料 1,375

19 負担金、補 7,500 ふるさと納税タイアップ事業者負

助及び交付

(

担金 7,500

 3

金

)総

計 1,373,83

務

4 44,385 1,4

管

18,219 25,0

理

20 19,365

(第

事

2款) 総務費 (第2項

業

) 徴税費

（総

1 税務総務費 163,

務

956 258 164,

課

214 258 2 給料 4

）

6   1 税務総務人

　

件費 258

正規

3 職員手当等 323

職員

4 共済費 △1

及

11

2．総務費

び会計年度任用職員の人事

情報を管理するためのシステム導入9,598

(

792 10,390 7

第

92 13 委託料 792

2

電算委託料 792

款

(

)

 5)文書通信庶務事

総

業 （総務課） 　消費税

務

率の改定等に伴う郵便

費

料金の増

(

1

第

2,954 1,723

1

14,677 1,72

項

3 12 役務費 1,72

)

3 郵便料 1,723

総務

3 財政管理

管

費 311,109 25

理

,020 336,12

費

9 25,020 25 積

（

立金 25,020   

単

3 財政調整基金積立

位

事業 17

：

  

千

4 公共施設整備基金

円

積立事

）

   

補

 業 3

 

  5

正

 宮代まちづくり基金

 

積立

額

    

 

事業 25,000

の 

( 3)財政調整基金

財

積立事業 （企画財政課

 

） 　基金運用利子の増

源

による積立金の増

 内

248,814

 

17 248,831 1

訳

7 25 積立金 17 財政

節

調整基金積立金 17

財

目

産収入

(

17

事業)

( 4)

補

公共施設整備基金積立

正

事業 （企画財政課） 　

前

基金運用利子の増によ

の

る積立金の増

額 補

19,327 3 19

 

,330 3 25 積立金

正

3 公共施設整備基金積

 

立金 3

財産収入

額 計

3

特 

(

 

 5)宮代まちづくり

定

基金積立事業 （企画財

 

政課） 　ふるさと納税

 

（寄附金）の基金積立

財 

38,46

 

6 25,000 63,

源

466 25,000 2

説

5 積立金 25,000

　

宮代まちづくり基金積

　

立金 25,000

寄附

　

金

　

25,0

　

00

　　　

5 財産管理費 2

明

03,615 582 2



　

( 2)戸籍住

正

民基本台帳管理事業 （

　

住民課） 　マイナンバ

　

ーカード交付増加に対

理

応す

るための住民基本

　

台帳ネットワーク機器

　由

11,93

一

7 265 12,202

 

154 111 13 委託

般

料 111 電算機器保守

 

委託料 41

の増設及び

財

コンビニ交付による証

 

明書発県支出金

源 区

証明書交付業務委

　

託料 70

行件数の増

分

加に伴う委託料の増1

金

54

　

14 使

額

用料及び 154 住基ネ

国

ット統合端末借上料 1

県

54

支

賃借料

出金

計 7

地

3,969 438 74

 

,407 154 284

方

(第3款) 民生費 (第

 

1項) 社会福祉費

債 そ

1 社会福祉総

 

務費 1,269,75

の

5 21,388 1,2

 

91,143 21,3

他

88 2 給料 581   

一

1 社会福祉総務人件

般

費 1,120

会計

3 職員手当等 438

－

  5 障害者総合支

1

援事業 20,169

6－

4 共済費 10

－

1   8 国民健康保

1

険特別会計繰

7－

23 償還金、利 20,169     出事業 99

子及び割引

料

28 繰出金 99

3．民生費

( 1)税務総務人件費 （総務課） 　人件費補正（給与改定等）

146,247 258 146,505 258 2 給料 46 一

(

般職 46

第2

3 職員手当等 323 地

款

域手当 △1

) 総

扶養手当 △58

務費

一般職通勤手当 5

(

3

第

一般職期

2

末手当 △4

項)

勤勉手当 333

徴税

4 共済費 △11

費

1 市町村共済組合負担

（

金（一般職） △67

単位

市町村共済組

：

合負担金追加費用 

千円

（一般職） △

）

44

補 

計 211,581 25

正

8 211,839 25

 

8

(第2款) 総務費 (

額

第3項) 戸籍住民基本

 

台帳費

の

1

 

戸籍住民基本台帳 73

財

,969 438 74,

 

407 154 284 2

源

給料 20   1 戸籍

 

住基管理人件費 173

内 

費 3 職員手

訳

当等 132   2 戸

節

籍住民基本台帳管理事

目(

4 共済費 2

事

1     業 265

業)

13 委託料 1

補

11

正

14 使

前

用料及び 154

の額

賃借料

補

( 1)

 

戸籍住基管理人件費 （

正

総務課） 　人件費補正

 

（給与改定等）

額 計

60,341 1

特

73 60,514 17

 

3 2 給料 20 一般職 2

 

0

定

3 職員

 

手当等 132 地域手当

 

1

財

一般職通

 

勤手当 △8

 源

一般職期末手当 3

説　

勤勉手当 136

　　

4 共済費

　

21 市町村共済組合負

　

担金（一般職） 39

　　

市町村共済組

　

合負担金追加費用 

明 補

（一般職） △

　

18



補　

（一般職） △4

　正

( 9)介護保険特

　

別会計繰出事業 （健康

　

介護課） 　人件費補正

理

（給与改定等）

　　

509,092 △

由

880 508,212

一

△880 28 繰出金 △

 

880 介護事務職員給

般

与費分繰出金 △880

 財

5 後期高

 

齢者医療費 394,6

源

14 47 394,66

区

1 47 28 繰出金 47

　

  2 後期高齢者医

分

療特別会計

金

 

　

   繰出事業 47

額
国

( 2)後期高齢者

県

医療特別会計繰出事業

支

（住民課） 　人件費補

出

正（給与改定等）

金 地

101,087

 

47 101,134 4

方

7 28 繰出金 47 後期

 

高齢者医療特別会計繰

債

出金 47

そ 

計 2,220,5

の

57 20,578 2,

 

241,135 20,

他

578

(第3款) 民生

一

費 (第2項) 児童福祉

般

費

会

1 児童

計

福祉総務費 630,3

－

72 606 630,9

1

78 606 2 給料 △7

8

7   1 児童福祉総

－

務人件費 78

－1

3 職員手当等 201

9

  2 学童保育所運

－

営事業 528

4 共済費 △46

13 委託料 528

( 1)児童福祉総務人件費 （総務課） 　人件費補正（給与改定等）

82,776 78 82,854 78 2 給料 △

(

77 一般職 △77

 1

3 職員手当等

)

201 地域手当 △4

社会

一般職期末手

福

当 1

祉

勤勉手

総

当 204

務人

4 共済費 △46 市町村

件

共済組合負担金（一般

費

職） 19

（

市

総

町村共済組合負担金追

務

加費用 

課

（

）

一般職） △65

3

　

．民生費

人件費補正（給与改定等）

76,194 1,120 77,314 1,120

(

2 給料 581 一般職 5

第

81

3

3 職

款

員手当等 438 地域手

)

当 35

民

一般

生

職通勤手当 41

費 (

一般職期末手当 1

第

00

1

勤勉手

項

当 262

) 社

4 共済費 101 市町村

会

共済組合負担金（一般

福

職） 122

祉費

市町村共済組合負担金

（

追加費用 

単位

（一般職） △21

：

(

千

 5)障害者総合支援

円

事業 （福祉課） 　過年

）

度実績の確定に伴う返

補

還金の増

 

6

正

49,887 20,1

 

69 670,056 2

額

0,169 23 償還金

 

、利 20,169 国庫

の

支出金返還金 13,4

 

46

財

子及び

 

割引 県支出金返還金 6

源

,723

 

料

内 

( 8)国民健康保

訳

険特別会計繰出事業 （

節

住民課） 　人件費補正

目

（給与改定等）

(事

361,761 9

業

9 361,860 99

)

28 繰出金 99 国民健

補

康保険特別会計繰出金

正

99

前

2 老

の

人福祉費 555,67

額

0 △857 554,8

補

13 △857 3 職員手

 

当等 33   1 老人

正

福祉総務人件費 23

 額

4 共済費 △1

計

0   9 介護保険特

特

別会計繰出事

  

28 繰出金 △880

定

    業 △880

  

( 1)老人福祉総

財

務人件費 （総務課） 　

 

人件費補正（給与改定

 

等）

源

14

説

,199 23 14,2

　

22 23 3 職員手当等

　

33 勤勉手当 33

　　

4 共済費 △1

　

0 市町村共済組合負担

　

金（一般職） △6

　　

市町村共済組合

明

負担金追加費用 



補

計 1

　

8,802 28 18,

　

830 28

(第4款)

正

衛生費 (第1項) 保健

　

衛生費

　

1

理

保健衛生総務費 92,

　

202 △387 91,

　

815 △387 2 給料

由

△396   1 保健

一

衛生総務人件費 △38

 

7

般

3 職員手

 

当等 181

財 

4 共済費 △172

源 区

( 1)保健衛生総務

　

人件費 （総務課） 　人

分

件費補正（給与改定等

金

）

　

79,

額

531 △387 79,

国

144 △387 2 給料

県

△396 一般職 △39

支

6

出

3 職員

金

手当等 181 地域手当

地

△24

 

一般

方

職期末手当 5

 債

勤勉手当 200

そ 

4 共済費 △1

の

72 市町村共済組合負

 

担金（一般職） △14

他

7

一

市町村共

般

済組合負担金追加費用

会

 

計

（一般職

－

） △25

20

2 予防費 185,47

－

7 2,174 187,

－

651 1,561 61

2

3 12 役務費 22   

1

8 後期高齢者健康診

－

査事業 2,174

13 委託料 2,152

( 8)後期高齢者健康診査事業 （住民課） 　健康診査受診者数の増加による経費の

増19,251 2,174 21,425 1,5

(

61 613 12 役務費

 

22 後期高齢者健診等

2

事務手数料 22

諸収

)

入

学

13 委託

童

料 2,152 後期高齢

保

者健康診査委託料 2,

育

152

1,561

所運

4．衛生費

営事業 （子育て支援課） 　保育料免除措置者分の指定管理料の補

填69,584 528 70,11

(

2 528 13 委託料 5

第

28 かえで児童クラブ

3

指定管理料 528

款)

3 保育園費 6

民

94,314 1,37

生

1 695,685 1,

費

371 2 給料 483  

(

 1 保育園人件費 1

第

,371

2

3

項

職員手当等 753

) 児

4 共済費 135

童福

( 1)保育園人

祉

件費 （総務課） 　人件

費

費補正（給与改定等）

（単

123,

位

320 1,371 12

：

4,691 1,371

千

2 給料 483 一般職 4

円

83

）

3 職

補

員手当等 753 地域手

 

当 29

正

一般

 

職通勤手当 △88

額 

一般職期末手当

の

293

 

勤勉

財

手当 519

 源

4 共済費 135 市町

 

村共済組合負担金（一

内

般職） 181

 訳

市町村共済組合負担

節

金追加費用 

目(

（一般職） △46

事業

計 1,

)

778,895 1,9

補

77 1,780,87

正

2 1,977

(第3款

前

) 民生費 (第3項) 国

の

民年金事務取扱費

額 補

1 国民年金事

 

務取扱 18,802 2

正

8 18,830 28 3

 

職員手当等 37   1

額

 国民年金人件費 28

計 特

費 4 共済費

 

△9

 

( 1)国民

定

年金人件費 （総務課）

 

　人件費補正（給与改

 

定等）

財

1

 

6,203 28 16,

 

231 28 3 職員手当

源

等 37 勤勉手当 37

説　

4 共済費 △

　

9 市町村共済組合負担

　

金（一般職） △5

　　

市町村共済組合

　

負担金追加費用 

　　

（一般職） △4

明



補

,303 31 28 繰出

　

金 31   3 農業集

　

落排水事業特別会

正　

    計繰出事

　

業 31

理

( 3)農

　

業集落排水事業特別会

　

計繰出事業 （まちづく

由

り建設課） 　人件費補

一

正（給与改定等）

 般

45,913 3

 

1 45,944 31 2

財

8 繰出金 31 農業集落

 

排水事業特別会計繰出

源

金 31

区　

計 270,811 1

分

57 270,968 1

金

57

(第7款) 商工費

　

(第1項) 商工費

額
国

1 商工総務費

県

27,177 84 27

支

,261 84 2 給料 2

出

6   1 商工総務人

金

件費 84

地

3

 

職員手当等 77

方 

4 共済費 △19

債 そ

( 1)商工総務人

 

件費 （総務課） 　人件

の

費補正（給与改定等）

 他

27,1

一

77 84 27,261

般

84 2 給料 26 一般職

会

26

計

3 職

－

員手当等 77 地域手当

2

3

2

一般職期

－

末手当 5

－

勤

2

勉手当 69

3－

4 共済費 △19 市町村共済組合負担金（一般職） △10

市町村共済組合負担金追加費用 

（一般職） △9

7．商工費

3 環境衛生費 55,658 △703 54,955 △703 2 給料 △637   1 環境衛生人件費 △703

3 職員

(

手当等 56

第4

4 共済費 △122

款)

( 1)環境衛生人件

衛

費 （総務課） 　人件費

生

補正（給与改定等）

費 (

35,09

第

0 △703 34,38

1

7 △703 2 給料 △6

項

37 一般職 △637

) 保

3 職員手当

健

等 56 地域手当 △37

衛生

一般職期末

費

手当 4

（

勤勉

単

手当 89

位：

4 共済費 △122 市町

千

村共済組合負担金（一

円

般職） △111

）

補

市町村共済組合負

 

担金追加費用 

正 

（一般職） △11

額 

計 3

の

57,880 1,08

 

4 358,964 1,

財

561 △477

(第6

 

款) 農林水産業費 (第

源

1項) 農業費

 内

2 農業総務費 79

 

,847 126 79,

訳

973 126 2 給料 3

節

0   1 農業総務人

目

件費 126

(事

3 職員手当等 143

業)

4 共済費 △4

補

7

正

( 1)農業総

前

務人件費 （総務課） 　

の

人件費補正（給与改定

額

等）

補

78

 

,952 126 79,

正

078 126 2 給料 3

 

0 一般職 30

額 計

3 職員手当等 14

特

3 地域手当 3

  

一般職通勤手当 △5

定

5

 

一般職期

 

末手当 3

財

勤

 

勉手当 192

 源

4 共済費 △47 市

説

町村共済組合負担金（

　

一般職） △24

　　

市町村共済組合負

　

担金追加費用 

　　

（一般職） △23

　　

4 農地費

明

85,272 31 85



　正

2 下水道費 4

　

82,184 35 48

　

2,219 35 28 繰

理

出金 35   2 公共

　

下水道事業特別会計

　由

    繰出事

一

業 35

 

( 2)公

般

共下水道事業特別会計

 

繰出事業 （まちづくり

財

建設課） 　人件費補正

 

（給与改定等）

源 区

477,675 3

　

5 477,710 35

分

28 繰出金 35 公共下

金

水道事業特別会計繰出

　

金 35

額
国

計 796,275 2

県

39 796,514 2

支

39

(第10款) 教育

出

費 (第1項) 教育総務

金

費

地

2 事務

 

局費 129,233 △

方

5,337 123,8

 

96 △5,337 2 給

債

料 △2,540   1

そ

 教育事務局人件費 △

 

5,337

の 

3 職員手当等 △1,5

他

33

一

4 共済

般

費 △922

会計

19 負担金、補 △34

－

2

2

助及び交付

4－

金

－

( 1

2

)教育事務局人件費 （

5

総務課） 　人件費補正

－

（給与改定等）

100,056 △5,337 94,719 △5,337 2 給料 △2,540 一般職 △2,540

3 職員手当等 △1,533 管理職手当 △240

10．教育費

計 192,311 84 192,395 84

(第8款) 土木費 (第1項) 道路橋りょう費

1 道路橋りょう総務

(

47,940 133 4

第

8,073 133 2 給

7

料 30   1 道路橋

款

りょう総務人件費 13

)

3

商

費 3 職員

工

手当等 114

費 (

4 共済費 △11

第1

( 1)道路橋りょう

項

総務人件費 （総務課）

)

　人件費補正（給与改

商

定等）

工

4

費

4,077 133 44

（

,210 133 2 給料

単

30 一般職 30

位：

3 職員手当等 1

千

14 地域手当 2

円）

一般職期末手当 5

補 

勤勉手当 1

正

07

 

4 共

額

済費 △11 市町村共済

 

組合負担金（一般職）

の

2

 

市町村共

財

済組合負担金追加費用

 

 

源

（一般職

 

） △13

内 

計 283,221

訳

133 283,354

節

133

(第8款) 土木

目

費 (第2項) 都市計画

(

費

事

1 都市

業

計画総務費 288,3

)

67 204 288,5

補

71 204 2 給料 49

正

  1 都市計画総務

前

人件費 204

の額

3 職員手当等 201

補 

4 共済費 △

正

46

 

( 1)都市

額

計画総務人件費 （総務

計

課） 　人件費補正（給

特

与改定等）

  

76,065 204

定

76,269 204 2

 

給料 49 一般職 49

 財

3 職員手当

 

等 201 地域手当 3

 源

一般職期末手

説

当 8

　

勤勉手

　

当 190

　　

4 共済費 △46 市町村

　

共済組合負担金（一般

　

職） △23

　　

市町村共済組合負担金

明

追加費用 

補　

（一般職） △23



明

件費補正（給与改定等

補

）

　

53,

　

492 146 53,6

正

38 146 2 給料 27

　

一般職 27

　理

3 職員手当等 151

　

地域手当 2

　由

一般職通勤手当 16

一 

一般職期末手

般

当 4

 

勤勉手

財

当 129

 源

4 共済費 △32 市町村

区

共済組合負担金（一般

　

職） △16

分 金

市町村共済組合負担金

　

追加費用 

額
国

（一般職） △16

県支

5 資料館費 3

出

5,888 63 35,

金

951 63 2 給料 14

地

  1 資料館人件費

 

63

方

3 職員

 

手当等 61

債 そ

4 共済費 △12

 

(

の

 1)資料館人件費 （

 

総務課） 　人件費補正

他

（給与改定等）

一般

23,787 6

会

3 23,850 63 2

計

給料 14 一般職 14

－2

3 職員手当

6

等 61 地域手当 1

－ －

一般職期末手当

2

2

7

勤勉手当

－

58

10．教育費

地域手当 △172

扶養手当 △90

一般職通勤手当 △25

(

教育長期

第

末手当 △57

10

一般職期末手当 △6

款

67

)

勤勉手

教

当 △282

育費

4 共済費 △922 市

(

町村共済組合負担金（

第

特別職） △6

1項

市町村共済組合負担

)

金（一般職） △893

教育

市町村共済

総

組合負担金追加費用 

務費

（特別職）

（

△2

単

市町村

位

共済組合負担金追加費

：

用 

千

（一般

円

職） △21

）

補

19 負担金、補 △3

 

42 市町村総合事務組

正

合負担金（退職

 額

助及び交付 手当）

 

△342

の

金

 財

計 1

 

32,528 △5,3

源

37 127,191 △

 

5,337

(第10款

内

) 教育費 (第2項) 小

 

学校費

訳

1

節

学校管理費 144,6

目

36 813 145,4

(

49 813 18 備品購

事

入費 813   3 小

業

学校施設管理事業 81

)

3

補

( 3)小学校

正

施設管理事業 （教育推

前

進課） 　笠原小学校の

の

クラス増に伴う学校用

額

備

品の購入

補 

96,112 813

正

96,925 813 1

 

8 備品購入費 813 学

額

校管理備品購入費 81

計

3

特

計

 

182,660 813

 

183,473 813

定

(第10款) 教育費 (

 

第4項) 社会教育費

 財

1 社会教育

 

総務費 58,466 1

 

46 58,612 14

源

6 2 給料 27   1 

説

社会教育総務人件費 1

　

46

　

3 職員

　

手当等 151

　　

4 共済費 △32

　　

( 1)社会教育総務

　

人件費 （総務課） 　人



明 補　　正　　理　　由
一 般 財 源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

一般会計

－28－ －29－

4 共済費 △12 市町村共済組合負担金（一般職） △6

市町村共済組合負担金追加費用 

(

（一般職）

第

△6

10

計 196,382 20

款

9 196,591 20

)

9

(第10款) 教育費

教

(第5項) 保健体育費

育費

2 学校給

(

食費 314,738 2

第

03 314,941 2

4

03 18 備品購入費 2

項

03   1 学校給食

)

運営管理事業 203

社会

( 1)学校給食運

教

営管理事業 （教育推進

育

課） 　笠原小学校のク

費

ラス増に伴う給食用備

（

品の購入

単位

314,738 203

：

314,941 203

千

18 備品購入費 203

円

給食センター管理備品

）

購入費 203

補 

計 389,5

正

14 203 389,7

 

17 203

10．教育

額

費

 の 財 源 内 訳 節

目(事業) 補正前の額 補 正 額 計 特  定  財  源 説　　　　　　　　



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

補　正　後 170,636

補　正　前 170,890

△ 2,827 △ 4,763

△ 162

9,139

△ 1,319

△ 976

共　済　費 備　　考
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

△ 648

34,300

34,300

△ 976 △ 343

10,600

10,272

23,700

10,600

33,324

33,324

報　　酬 給　　料

△ 328

職員手当

補　正　後

（5）

計

（5）

180

区　　分
職員数
（人）

比
　
較

議　員

職員数
（人）

3

3

0

23,052

その他

0町長等 △ 648

合　　計

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

△ 328

23,700

10,272

23,052

△ 343 △ 1,319

6,662 40,962

6,662 40,962

6,319 39,643

6,319 39,643

共　済　費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 期末手当等 計

補
正
前

計 3

3

議　員

その他

町長等

△ 240比　　　較

区　　分

区　　分

町長等

議　員

その他

補
正
後

計

補　正　前

区　　分

22,112

△ 251 △ 404 △ 95

121,127

補　正　後 704,650 433,113 1,137,763 232,246 1,370,009

補　正　前 708,282 431,417 1,139,699 235,073 1,374,772
180

比　　　較
（0）

△ 3,632 1,696 △ 1,936
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

管理職手当等 地域手当 扶養手当 住居手当

期末手当 勤勉手当

通勤手当

22,352 44,894 18,548 6,582 9,234

18,144 6,42044,643

比　　　較 △ 254 3,102

118,025

-30- 一般会計



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

その他の 退職者並びに育児休業等に

増減分 伴う減額及び任期付職員の

採用に伴う増額

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

千円 千円

その他の 退職者並びに育児休業等に 管理職手当等

増減分 伴う減額及び任期付職員の 地域手当

採用に伴う増額 扶養手当

住居手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

95

83

区　　分

3,417

備　　　　　考

2 △ 1,721

3,287

47

2 △ 4,293

区　　分

給 料

職員手当

185

298

240△

△

△

△

△

0.11 ％

1,696

△ 3,632

増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

1

1 661

増　減　額 増減額の増減事由別内訳

増　減　額

備　　　　　考

△

△

404

162

337

説　　　　　明

-31- 一般会計



（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は再任用職員の支給率である。

区　　分
支給期別支給率

平均給与月額
改正後

改正後 322,958

改正前

令和元年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額

357,760

（1.175） 2.225 （1.175）

0.00 (0.00)

（1.175）

4.45 （2.35）

（2.35）

0.05 (0.00)

平　均　年　齢 本年度

比　　　較

改　正　前

2.225 （1.175） 2.275改　正　後

(0.05)0.05

2.225

44.10 歳

支給率計 （月分）
6月 （月分） 12月 （月分）

4.50

円

円358,152

改正前

円

322,588 円

区　　　　　　　　　　分 一般職員

-

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

-32- 一般会計



（令和元年度に係る分）

み や し ろ 議 会 だ よ り み や し ろ 議 会 だ よ り 印 刷
印 刷 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

会 議 録 調 製 業 務
委 託 に 要 す る 額

広 報 み や し ろ 印 刷 広 報 み や し ろ 印 刷 製 本
製 本 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

寄 付 金 収 納 寄 付 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

住 基 シ ス テ ム 等 電 算 処 理 住 基 シ ス テ ム 等 電 算 処 理
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

税 金 収 納 税 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 及 び 防 犯 灯 修 繕 工 事 並 び
に 設 置 、 撤 去 及 び 移

設 置 工 事 等 単 価 契 約 設 工 事 に 要 す る 額

有 料 駐 輪 場 管 理 有 料 駐 輪 場 管 理 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

学 童 保 育 所 学 童 保 育 所 の

指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

緊 急 サ ポ ー ト セ ン タ ー 緊 急 サ ポ ー ト セ ン タ ー
事 業 業 務 委 託 契 約 事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額

町 立 国 納 保 育 園 町 立 国 納 保 育 園 給 食
給 食 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

定 期 予 防 接 種 乳幼児予防接種及び高齢者
業 務 委 託 契 約 肺炎球菌ワクチンに要する額

妊 婦 健 康 診 査 妊 婦 健 康 診 査
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

事 業 業 務 に 要 す る 額

ファミリー・サポートセンター

事 業 業 務 委 託 契 約

ファミリー・サポートセンター

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額
事         項

会 議 録 調 製 業 務 委 託 契 約

限    度    額
期        間 金  額

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食

業 務 委 託 に 要 す る 額

町 立 み や し ろ 保 育 園

給 食 業 務 委 託 契 約

－34－



（単位：千円）

一般財源

限 度 額 限 度 額
に 同 じ に 同 じ

同 上 同 上

限 度 額
に 同 じ

同 上令 和 ２ 年 度

学童保育所保護
者負担金として
収入される額

令 和 ２ 年 度 同 上 同 上

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ６ 年 度 ま で

令 和 ２ 年 度

同 上

同 上

同 上

令 和 ２ 年 度

同 上

同 上

令 和 ２ 年 度

同 上

同 上

保 育園 給食 負担
金及び保育園給食
費保護者負担金と
して収入される額

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

同 上

同       上 同 上

同 上

限度額から左記
特 定 財 源 を
控 除 し た 額

令 和 ２ 年 度

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

金  額

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

同 上

同 上

当該年度以降の支出予定額

期        間

同 上

同 上

地方債

左   の   財   源   内   訳
特    定    財    源

同 上

子ども・子育て
支援交付金交付
要綱に基づく額

同 上

その他

同 上

国　県
支出金

同 上令 和 ２ 年 度

同 上

同 上同      上

同 上

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

－35－



（令和元年度に係る分）

戸 籍 総 合 シ ス テ ム 戸 籍 総 合 シ ス テ ム
更 新 業 務 委 託 契 約 更 新 業 務 委 託 に 要 す る 額

　

新 し い 村 新 し い 村 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 牛 乳 学 校 給 食 用 牛 乳 の
供 給 契 約 購 入 に 要 す る 額

英 語 指 導 助 手 派 遣 英 語 指 導 助 手 派 遣
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

事         項
金  額期        間

学 校 給 食 用 食 材
売 買 契 約

学 校 給 食 用 食 材 の
購 入 に 要 す る 額

前年度末までの支出見込額
限    度    額

－36－



（単位：千円）

一般財源

限 度 額
に 同 じ

同 上

期        間

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

国　県
支出金

金  額

左   の   財   源   内   訳
当該年度以降の支出予定額

令 和 ２ 年 度

その他地方債

特    定    財    源

同 上

限 度 額 か ら
左 記特 定財 源を
控 除 し た 額

同 上

同 上

同 上

学校給食徴収金と
して収入される額

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

同 上

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

同 上

－37－



（ 附 予 算 説 明 書 ）

令 和 元 年 度

宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第2号）



－39－ 

令 和 元 年 度 宮 代 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第２号） 

 

 

 

 令和元年度宮代町の国民健康保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９９千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ３，９５５，３４７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和元年１１月２８日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　 　

1,761 99 361

歳

,860

　

歳　　　入　　　合

出

　　　計 3,955,

　

248 99 3,955

予

,347

歳　出 （単位

　

：千円）

算

款 項 補正前の額 補

　

　正　額 計

補

1 総 務 費 67,2

１ 　

03 99 67,302

正

1 総 務

歳

管 理 費 59,652 9

　

9 59,751

入

歳　　　出　

（

　　合　　　計 3,9

単

55,248 99 3,

位

955,347

：千

　

円）

表

款 項 補正前の額 補　正

　

　額 計

－40－

　

5 繰 入 金 36

歳

1,761 99 361

　

,860

入

1 他 会 計 繰 入 金 36



１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

国 民 健 康 保 険 税 国 民 健 康 保 険 税 収 納
収 納 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ２ 年 度

－41－



歳 正

0

歳 

 

入 合 計 3,955

予

,248 99 3,95

 

5,347

算 事 項 入 別 明 細 書

１.総

 

　括

歳

　(歳　入) （単位：

 

千円）

款 補　正　前　

出

の　額 補　　正　　額

 

計

－43－

補

5 繰 入 金 361,7

 

61 99 361,86



 般 財 源
国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険特別会計

－44－ －45－

1 総 務 費 6

　

7,203 99 67,

(

302 99

歳

歳

　

 出 合 計 3,95

出

5,248 99 3,9

)

55,347 99

（単位：千円）

補　　　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源
一



令　和　元　年　度

宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第2号）に関する説明書 



２．

会計

－46－ －47－

（住民課）1 一般会計繰入金 361,761 99 361,860 3 職員給与費等繰入金 99 国保事務職員給与費分

　人件費補正（給与改定等）

歳

計 3

(

61,761 99 36

第

1,860

5．繰入金

5款) 繰入金 (

　

第1項) 他会計繰入金

入

（単位：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　明 補　　　正　　　理　　　由

区　　分 金　　　額

国民健康保険特別



３．

　　　　明 補　　正　　理　　由
一 般 財 源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

国民健康保険特別会計

－48－ －49－

1 一般管理費 59,132 99 59,231 99 2 給料

歳

20   1 一般管理事業 99

3 職員手当等 104

4 共済費 △29

19 負担金

(

、補 4

第

助及び

　

1

交付

款

金

)

(

総

 1)一般管理事業 （

務

住民課） 　人件費補正

費

（給与改定等）

(第

59,132 9

1

9 59,231 99 2

項

給料 20 一般職 20

出

)

繰入金

総

3 職

務

員手当等 104 地域手

管

当 1

99

理

一

費

般職期末手当 1

（単

勤勉手当 102

位：

4 共済費 △

千

29 市町村共済組合負

円

担金（一般職） △16

）

補

市町村共済

 

組合負担金追加費用 

正 

（一般職）

額

△13

 

1

の

9 負担金、補 4 市町村

 

総合事務組合負担金（

財

退職

 

助及び

源

交付 手当） 4

 内

金

 訳

計 59,652 99 5

節

9,751 99

1．総

目

務費

(事業) 補正前の額 補 正 額 計 特  定  財  源 説　　　　



給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当 102

1

1

職員手当 104 1 104

給 料 20 1 20 0.11

説　　　　　明 備　　　　　考区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳

比　　　較 1 1 102

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

5,236 3,710

補　正　前 1,398 5,235 3,608

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 期末手当 勤勉手当

補　正　後 1,399

41,295

比　　　較 0 20 104 124 △ 29 95

34,273 7,117 41,390

補　正　前 6 22,099 12,050 34,149

報　　酬 給　　料 職員手当 計

7,146

補　正　後 6 22,119 12,154

％

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

-50- 国民健康保険特別会計



（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

-比　　　較 0.00 0.05 0.05

有

改　正　前 2.225 2.225 4.45 有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月 （月分） 12月 （月分）

改　正　後 2.225 2.275 4.50

平　均　年　齢 本年度 42.5 歳

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）

改正前 307,850 円

平均給与月額
改正後 346,514 円

改正前 346,161 円

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和元年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 308,183 円

-51- 国民健康保険特別会計



（令和元年度に係る分）

国 民 健 康 保 険 税 国 民 健 康 保 険 税 収 納
収 納 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額
事         項 限    度    額

期        間 金  額

－52－



（単位：千円）

一般財源

限 度 額 限 度 額
に 同 じ に 同 じ

地方債

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

特    定    財    源

その他

令 和 ２ 年 度

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

期        間 金  額
国　県
支出金

－53－



令 和 元 年 度

宮代町介護保険特別会計補正予算（第3号）

（ 附 予 算 説 明 書 ）



－55－ 

令和元年度宮代町介護保険特別会計補正予 算（第３号） 

 

 

 

 令和元年度宮代町の介護保険特別会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，１３５千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３，２２４，６６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和元年１１月２８日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 



第　 　

助 金 35,512 3,

歳

836 39,348

　

5 財 産 収

出

入 1 69 70

　

1 財 産 運 用 収 入

予

1 69 70

　

6 繰 入 金 620,

算

123 △2,770 6

　

17,353

補

1 一 般 会 計 繰 入

１ 　

金 509,092 △8

正

80 508,212

歳

2 基 金 繰

　

入 金 111,031 △

入

1,890 109,1

（

41

歳

単

　　　入　　　合　　

位

　計 3,223,52

：

6 1,135 3,22

千

4,661

歳　出 （単

　

円

位：千円）

）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総 務 費 120,012 △880 119,132

1 総 務 管 理 費 94,401 △880 93,521

3 地 域 支 援 事 業 費 1

表

款

21,157 0 121

項

,157

補

1 介護予防・生活支

正

援サー 34,964 0

前

34,964

の

ビ ス 事 業 費

額

2 一 般 介 護 予

補

防 事 業 費 9,247 0

　

9,247

正

3 包 括 的 支 援 事 業

　

　

・ 76,814 0 76

額

,814

計

任 意 事 業 費

－

4 基 金 積 立 金 90

5

,663 2,015 9

6

2,678

－

1 基 金 積 立 金 90,663 2,015 92,678

歳　　　出　　　

　

合　　　計 3,223,526 1,135 3,224,661

3 国 庫 支 出 金

歳

540,181 3,8

　

36 544,017

入

2 国 庫 補



１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

高 齢 者 等 介 護 用 品 高 齢 者 等 介 護 用 品
支 給 業 務 委 託 契 約 支 給 業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 給 食 配 食 高 齢 者 等 給 食 配 食
サ ー ビ ス 業 務 委 託 契 約 サービス業務委託に要する額

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 地 域 介 護 予 防 活 動 支 援
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発 介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

在宅医療・介護連携拠点設置 在宅医療・介護連携拠点設置
業 務 委 託 に 要 す る 額運 営 等 業 務 委 託 契 約 運 営 等 業 務 委 託 に 要 す る 額

生活支援コーディネーター 生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
（ 地 域 支 え 合 い 推 進 員 ） （ 地 域 支 え 合 い 推 進 員 ）
活 動 業 務 委 託 契 約 活 動 業 務 委 託 に 要 す る 額

認知症初期集中支援チーム 認 知 症 初 期 集 中 支 援 チ ー ム
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム 緊 急 時 通 報 シ ス テ ム
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 保 険 料 収 納 介 護 保 険 料 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

－57－



令　和　元　年　度

宮代町介護保険特別会計補正予算（第3号）に関する説明書 



歳 正

44,017

 

5 財 産 収 入 1 69

予

70

6 繰

 

入 金 620,123 △

算

2,770 617,3

 

53

歳

事

 入 合 計 3,22

 

3,526 1,135

項

3,224,661

 入 別 明 細 書

１.総

 

　括

歳

　(歳　入) （単位：

 

千円）

款 補　正　前　

出

の　額 補　　正　　額

 

計

－59－

補

3 国 庫 支 出 金 540

 

,181 3,836 5



 般 財 源
国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

介護保険特別会計

－60－ －61－

1 総 務 費 120

　

,012 △880 11

(

9,132 △880

歳　

3 地 域 支 援 事 業 費 1

出

21,157 0 121

)

,157 3,836 △

（

3,836

単

4 基 金

位

積 立 金 90,663 2

：

,015 92,678

千

2,015

円

歳

）

 出 合 計 3,22

補

3,526 1,135

　

3,224,661 3

　

,836 △2,701

　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源
一



２．

計

－62－ －63－

（健康介護課）5 保険者機能強化推 0 3,836 3,836 1 現年度分 3,836 現年度分保険者機能強化推進交付金

進交付金 　令和元年度保険者機能強化推

歳

進交付金の交付

(第

計 35,512 3,

3

836 39,348

(

款

第5款) 財産収入 (第

)

1項) 財産運用収入

国

（健康介護課）

庫

1 利

支

子及び配当金 1 69 7

出

0 1 利子及び配当金 6

　

金

9 介護保険給付費準備

(

基金利子

第

　介護保険給

2

付費準備基金利子の確

項

定

)

計 1 69 7

国

0

(第6款) 繰入金 (

庫

第1項) 一般会計繰入

補

金

（健康介護課）

助

入

金

4 その他一般会計繰 1

（

27,527 △880

単

126,647 1 職員

位

給与費繰入金 △880

：

介護事務職員給与費繰

千

入金

円

入金 　人件費補正

）

（人事異動、共済費負

節

担金率の確定等）

目 補

計 509,092

正

△880 508,21

前

2

(第6款) 繰入金 (

の

第2項) 基金繰入金

額

（健康介護課）

補

1 介

 

護保険給付費準 111

正

,031 △1,890

 

109,141 1 介護

額

保険給付費準備基金 △

計

1,890 介護保険給

説

付費準備基金繰入金

　

備

　

基金繰入金 繰入金  財

　

源調整

　

計 11

　

1,031 △1,89

　

0 109,141

6．

　

繰入金

　明 補　　　正　　　理　　　由
区　　分 金　　　額

介護保険特別会



３．

　

1

　　　

2 介護予防ケアマ

明

ネ 4,764 0 4,7

補

64 264 △264 財

　

源更正

　

ジメン

正

ト事業費

　

( 1)

　

介護予防ケアマネジメ

理

ント事業 　財源更正

　　

4,764 0

由

4,764 264 △2

一

64 財源更正

国庫支出

 

金 介護保険料

般 

264 △133

財 

繰入金

源 区

△131

　分 金

計 3

　

4,964 0 34,9

額

64 2,110 △2,

国

110

(第3款) 地域

県

支援事業費 (第2項)

支

一般介護予防事業費

出金

1 一般介護

地

予防事業 9,247 0

 

9,247 550 △5

方

50 財源更正

 債

費

そ の

3．地域支援事業費

 他

介護保険特別会計

－64－ －65－

1 一般管理費 94,401 △880 93,521 △880 2

歳

給料 △821   1 一般管理事業 △880

3 職員手当等 117

4 共済費 △189

(

19 負担金、補 1

第

3

　

1

助及び交付

款)

金

総

( 1

務

)一般管理事業 （健康

費

介護課） 　人件費補正

(

（給与改定等）

第1

94,401 △

項

880 93,521 △

出

)

880 2 給料 △821

総

一般職 △821

繰入

務

金

管

3 職員手

理

当等 117 地域手当 △

費

49

△880

（単

一般職通勤手当 △1

位

1

：

一般職期

千

末手当 △20

円）

勤勉手当 197

補 

4 共済費 △1

正

89 市町村共済組合負

 

担金（一般職） △16

額

0

 

市町村共

の

済組合負担金追加費用

 

 

財

（一般職

 

） △29

源 

19 負担金、補 13 市

内

町村総合事務組合負担

 

金（退職

訳

助

節

及び交付 手当） 13

目(

金

事業

計 94,401

)

△880 93,521

補

△880

(第3款) 地

正

域支援事業費 (第1項

前

) 介護予防・生活支援

の

サービス事業費

額 補

1 介護予防・生

 

活支 30,200 0 3

正

0,200 1,846

 

△1,846 財源更正

額 計

援サービス事

特

業費

 

( 1)介護

 

予防生活支援サービス

定

事業 　財源更正

  

30,200 0 3

財

0,200 1,846

 

△1,846 財源更正

 

国庫支出金 介護保険料

源 説

1,846

　

△935

　

繰

　

入金

　

△91



　

積立金 (第1項) 基金

　

積立金

　

1

　

介護保険給付費準 90

　

,663 2,015 9

　

2,678 2,015

　

25 積立金 2,015

明

  1 介護保険給付

補

費準備基金

　

備

　

基金積立金     積

正

立事業 2,015

　　

( 1)介護保険給付

理

費準備基金積立事業 （

　

健康介護課） 　保険者

　

機能強化推進交付金の

由

交付に伴

う介護保険料

一

及び基金運用利子の積

 

立

般

90,6

 

63 2,015 92,

財

678 2,015 25

 

積立金 2,015 介護

源

給付費準備基金積立金

区

2,015

介護保険料

　分

1,946

金　

財産収入

額
国

69

県支出

計

金

90,663 2,01

地

5 92,678 2,0

 

15

4．基金積立金

方 債 そ の 他

介護保険特別会計

－66－ －67－

( 1)介護予防普及啓発事業 　財源更正

4,890 0 4,890 285 △285 財源更正

(

国庫支出金 介護保険料

第3

285 △1

款

45

)

繰入金

地域

△140

支援事

( 2)地

業

域介護予防活動支援事

費

業 　財源更正

(第

4,357 0 4,3

2

57 265 △265 財

項

源更正

国庫支出金 介護

)

保険料

一

26

般

5 △135

介護

繰入金

予

△1

防

30

事業費

計 9,24

（

7 0 9,247 550

単

△550

(第3款) 地

位

域支援事業費 (第3項

：

) 包括的支援事業・任

千

意事業費

円）

3 任意事業費 37,8

補

23 0 37,823 9

 

45 △945 財源更正

正 

( 3)地域自立

額

生活支援事業  財源更

 

正

の

21,7

 

62 0 21,762 9

財

45 △945 財源更正

 

国庫支出金 介護保険料

源 

945 △4

内

80

 

繰入金

訳 節

△465

目(事業

6 生活支援体制整備 3

)

,918 0 3,918

補

231 △231 財源更

正

正

前

事業費

の額

( 1)生活支援体制

補

整備事業 　財源更正

 正

3,918 0

 

3,918 231 △2

額

31 財源更正

国庫支出

計

金 介護保険料

特 

231 △118

 定

繰入金

  

△113

財  

計 7

源

6,814 0 76,8

説

14 1,176 △1,

　

176

(第4款) 基金



給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

その他の 育児休業等に伴う減額

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

その他の 育児休業等及び支給 地域手当

増減分 実績等に伴う減額 通勤手当

期末手当

勤勉手当

579 △ 11 △ 20 197

補　正　前 2,794 460 10,559 7,355

補　正　後 3,373 449 10,539 7,552

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 △ 821 ％1 67 0.17

2 △ 888

△

△

備　　　　　考

職員手当 117 1 229

11

28

4

8

2 △ 112 △ 53

217

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

共　済　費 備　　考

85,450

86,365

合　　計

14,216

14,427

計

71,23427,03344,201

報　　酬 給　　料 職員手当

45,022

△ 821

区　　分
職員数
（人）

補　正　前

補　正　後 13

13

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

比　　　較

71,938

△ 704117

期末手当

26,916

地域手当 通勤担当

△ 20

比　　　較

△ 915△ 211

勤勉手当区　　分

0
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

-

有

平均給与月額

平均給料月額

4.50

円

有

2.225 2.275

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

比　　　較 0.00 0.05 0.05

改　正　前

歳

令和元年12月1日

現　　　　　　　　在

改正後 327,207 円

2.225 2.225

改　正　後

326,669 円

改正後 297,777

4.45

改正前 297,269 円

区　　　　　　　　　　分 一般職員

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）
6月 （月分） 12月 （月分）

平　均　年　齢 本年度 42.11

改正前

-69- 介護保険特別会計



（令和元年度に係る分）

高齢者等介護用品支給 高齢者等介護用品支給

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 給 食 配 食

サービス業務委託契約

地域介護予防活動支援

業 務 委 託 契 約

介 護 予 防 普 及 啓 発

業 務 委 託 契 約

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム

業 務 委 託 契 約

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム
業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 保 険 料 収 納
業 務 委 託 契 約

介 護 保 険 料 収 納
業 務 委 託 に 要 す る 額

高齢者等給食配食サービ
ス業務委託に要する額

前年度末までの支出見込額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

事         項 限    度    額
期        間 金  額

認 知 症 初 期 集 中 支 援
チ ー ム 業 務 委 託 契 約

認知症初期集中支援チー
ム業務委託に要する額

地域介護予防活動支援
業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 に 要 す る 額

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携
拠 点 設 置 運 営 等
業 務 委 託 に 要 す る 額

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携
拠 点 設 置 運 営 等
業 務 委 託 契 約

生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推進
員）活動業務委託契約

生活支援コーディネー
タ ー （ 地 域 支 え 合 い
推 進 員 ） 活 動
業 務 委 託 に 要 す る 額

－70－



（単位：千円）

一般財源

同 上令 和 ２ 年 度 同 上 同 上

限 度 額
に 同 じ

令 和 ２ 年 度 同 上

令 和 ２ 年 度

令 和 ２ 年 度

同 上 同 上 同 上

地方債

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

その他

同 上

限 度 額
に 同 じ

同 上

期        間 金  額
国　県
支出金

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

令 和 ２ 年 度

特    定    財    源

同 上

地域支援事業交付
要綱及び埼玉県地
域支援事業交付金
交付要綱に基づき
交 付 さ れ る 額

令 和 ２ 年 度 同 上 同 上

同 上

令 和 ２ 年 度 同 上 同 上 同 上

令 和 ２ 年 度 同 上 同 上 同 上

令 和 ２ 年 度 同 上 同 上 同 上

－71－



令 和 元 年 度

宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第2号）

（ 附 予 算 説 明 書 ）



－73－ 

令 和 元 年 度 宮 代 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算（第２号） 

 

 

 

 令和元年度宮代町の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４７千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ４９７，０２４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和元年１１月２８日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　 　

01,087 47 10

歳

1,134

　

歳　　　入　　　

出

合　　　計 496,9

　

77 47 497,02

予

4

歳　出 （単位：千円

　

）

款

算

項 補正前の額 補　正　

　

額 計

1

補

総 務 費 20,716 4

１ 　

7 20,763

正

1 総 務 管 理 費

歳

18,208 47 18

　

,255

入

歳　　　出　　　合

（

　　　計 496,97

単

7 47 497,024

位：千

　

円）

表

款 項 補正前の額 補　正

　

　額 計

－74－

　

2 繰 入 金 10

歳

1,087 47 101

　

,134

入

1 一 般 会 計 繰 入 金 1



１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料
収 納 業 務 委 託 契 約 収 納 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ２ 年 度

－75－



宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第2号）に関する説明書 

令　和　元　年　度



歳 正

4

歳 

 

入 合 計 496,9

予

77 47 497,02

 

4

算 事 項 入 別 明 細 書

１.総

 

　括

歳

　(歳　入) （単位：

 

千円）

款 補　正　前　

出

の　額 補　　正　　額

 

計

－77－

補

2 繰 入 金 101,0

 

87 47 101,13



 般 財 源
国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

後期高齢者医療特別会計

－78－ －79－

1 総 務 費

　

20,716 47 20

(

,763 47

歳　

歳 出 合 計 496

出

,977 47 497,

)

024 47

（単位：千円）

補　　　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源
一



２．

特別会計

－80－ －81－

（住民課）3 職員給与費繰入金 15,700 47 15,747 1 職員給与費繰入金 47 後期事務職員給与費繰入金

　人件費補正（給与改定等）

歳

(

計 101,087 47

第

101,134

2．繰

2

入金

款) 繰入金 (

　

第1項) 一般会計繰入

入

金 （単位：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　明 補　　　正　　　理　　　由

区　　分 金　　　額

後期高齢者医療



３．

　　　　明 補　　正　　理　　由
一 般 財 源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

後期高齢者医療特別会計

－82－ －83－

1 一般管理費 18,208 47 18,255 47 2 給

歳

料 12   1 一般管理事業 47

3 職員手当等 39

4 共済費 △6

19 負担金、

(

補 2

第

助及び交

　

1

付

款

金

)

( 

総

1)一般管理事業 （住

務

民課） 　人件費補正（

費

給与改定等）

(第

18,208 47

1

18,255 47 2 給

項

料 12 一般職 12

繰

出

)

入金

総

3 職員

務

手当等 39 地域手当 2

管

47

理

一般職

費

期末手当 △78

（単

勤勉手当 35

位：

児童手当 80

千円

4 共済費 △

）

6 市町村共済組合負担

補

金（一般職） △2

 正

市町村共済組合

 

負担金追加費用　

額 

（一般職） △4

の 

19 負担

財

金、補 2 市町村総合事

 

務組合負担金（退職

源 

助及び交付 手

内

当） 2

 

金

訳 節

計 18

目

,208 47 18,2

(

55 47

1．総務費

事業) 補正前の額 補 正 額 計 特  定  財  源 説　　　　



給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

その他の 支給実績等に伴う減額 期末手当

△ 41 1 39

比　　　較 2 △ 78

給 料 12 1 12

職員手当

35

説　　　　　明区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

1,783 1,263

備　　　　　考

補　正　前 454 1,861 1,228

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 期末手当 勤勉手当

補　正　後 456

14,551

比　　　較 0 12 △ 41 △ 29 △ 39 △ 68

2,589 14,483

補　正　前 2 7,325 4,598 11,923 2,628

補　正　後 2 7,337 4,557 11,894

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

％

35

2

備　　　　　考

2

0.18

2 △ 80 △ 80
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

-比　　　較 0.00 0.05 0.05

6月 （月分） 12月 （月分）

2.225

支給率計 （月分）

改　正　後 2.275 4.50

2.225改　正　前 2.225 4.45

区　　分
支給期別支給率

円

改正前 345,095 円

平　均　年　齢 本年度 41.11 歳

345,678

令和元年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 307,000 円

改正前 306,450 円

平均給与月額
改正後

区　　　　　　　　　　分 一般職員
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（令和元年度に係る分）

後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料
収 納 業 務 委 託 契 約 収納業務委託に要する額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額
事         項 限    度    額

期        間 金  額

－86－



（単位：千円）

一般財源

限 度 額 限 度 額
に 同 じ に 同 じ

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左   の   財   源   内   訳

金  額
国　県
支出金

地方債

令 和 ２ 年 度

特    定    財    源

その他期        間

当該年度以降の支出予定額

－87－



令 和 元 年 度

宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第2号）

（ 附 予 算 説 明 書 ）



－89－ 

令和元年度宮代町公共下水道事業特別会計補正予 算（第２号） 

 

 

 

 令和元年度宮代町の公共下水道事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ１，０１３，３６０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和元年１１月２８日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　 　

75 35 477,71

歳

0

歳　

　

　　入　　　合　　　

出

計 1,013,325

　

35 1,013,36

予

0

歳　出 （単位：千円

　

）

款

算

項 補正前の額 補　正　

　

額 計

1

補

公 共 下 水 道 費 228,

１ 　

953 35 228,9

正

88

1

歳

下 水 道 管 理 費 109,

　

945 35 109,9

入

80

歳

（

　　　出　　　合　　

単

　計 1,013,32

位

5 35 1,013,3

：

60

千

　

円）

表

款 項 補正前の額 補　正

　

　額 計

－90－

　

4 繰 入 金 47

歳

7,675 35 477

　

,710

入

1 繰 入 金 477,6



令　和　元　年　度

宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第2号）に関する説明書 



歳 正

0

歳 

 

入 合 計 1,013

予

,325 35 1,01

 

3,360

算 事 項 入 別 明 細 書

１.総

 

　括

歳

　(歳　入) （単位：

 

千円）

款 補　正　前　

出

の　額 補　　正　　額

 

計

－91－

補

4 繰 入 金 477,6

 

75 35 477,71



 般 財 源
国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

公共下水道事業特別会計

－92－ －93－

1 公 共 下

　

水 道 費 228,953

(

35 228,988 3

歳

5

　

歳 出 合

出

 計 1,013,32

)

5 35 1,013,3

（

60 35

単位：千円）

補　　　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源
一



２．

－94－ －95－

（まちづくり建設課）1 一般会計繰入金 477,675 35 477,710 1 一般会計繰入金 35 一般会計繰入金

 給与改定等に伴う人件費補正

歳

計 47

(

7,675 35 477

第

,710

4．繰入金

4款) 繰入金 (

　

第1項) 繰入金 （単位

入

：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　明 補　　　正　　　理　　　由

区　　分 金　　　額

公共下水道事業特別会計



３．

　　　　　　　　明 補　　正　　理　　由
一 般 財 源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

公共下水道事業特別会計

－96－ －97－

1 下水道総務費 76,442 35 76,47

歳

7 35 2 給料 16   1 下水道総務事業 35

3 職員手当等 24

4 共済費 △7

(

19 負担金、補 2

第

　

1

助及び交付

款)

金

公

( 1)下水

共

道総務事業 （まちづく

下

り建設課） 　人件費補

水

正（給与改定等）

道費

76,442

(

35 76,477 35

出

第

2 給料 16 一般職 16

1項

3 職員手

)

当等 24 地域手当 1

下水

一般職通勤手

道

当 △9

管

一般

理

職期末手当 1

費 （

勤勉手当 31

単位

4 共済費 △7 市

：

町村共済組合負担金（

千

一般職） △3

円）

市町村共済組合負担

補

金追加費用 

 正

（一般職） △4

 額

19 負担金、

 

補 2 市町村総合事務組

の

合負担金（退職

 財

助及び交付 手当）

 

2

源

金

 内

計 109,

 

945 35 109,9

訳

80 35

1．公共下水

節

道費

目(事業) 補正前の額 補 正 額 計 特  定  財  源 説



給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

その他の 支給実績等に伴う減額 通勤手当

増減分

補　正　後

31

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

404

区　　分区　　分

1

1,403

77

給 料

比　　　較

403

△ 9 1

△ 7

959

1,404 990

33

期末手当 勤勉手当

共　済　費 備　　考

12,584

12,5512,068

合　　計

2,061

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

10,5234,0456,478

報　　酬 給　　料

比　　　較

職員手当

2

2

区　　分
職員数
（人）

補　正　前

補　正　後

10,483

16 4024

4,0216,462

0

地域手当 通勤手当

説　　　　　明

31

86補　正　前補　正　前

備　　　　　考

1 16 0.28 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳

16

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 備　　　　　考

職員手当 24 1 33 1

説　　　　　明

1

2 △ 9 △ 9
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

4.452.225

2.275

比　　　較 0.00 0.05

4.50

区　　分

0.05

改　正　前

6月 （月分） 12月 （月分）

歳

300,695 円

改正前

区　　　　　　　　　　分

平均給与月額

2.225

円

改正後

改　正　後 2.225

支給期別支給率
支給率計 （月分）

令和元年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額

平　均　年　齢 本年度 31.2

299,900

円

改正前 270,000 円

改正後 270,750

-

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

一般職員
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令 和 元 年 度

宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第2号）

（ 附 予 算 説 明 書 ）



－101－ 

令和元年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 令和元年度宮代町の農業集落排水事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ５９，８０２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和元年１１月２８日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　 　

31 45,944

歳

歳　　　入

　

　　　合　　　計 59

出

,771 31 59,8

　

02

歳　出 （単位：千

予

円）

　

款 項 補正前の額 補　正

算

　額 計

　

1 農 業 集 落 排 水 費 25

補

,023 31 25,0

１ 　

54

1

正

農 業 集 落 排 水 管 理 費 2

歳

3,549 31 23,

　

580

入

歳　　　出　　　合　

（

　　計 59,771 3

単

1 59,802

位：千

　

円）

表

款 項 補正前の額 補　正

　

　額 計

－102－

　

3 繰 入 金 4

歳

5,913 31 45,

　

944

入

1 繰 入 金 45,913



令　和　元　年　度

宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第2号）に関する説明書 



歳 正

歳 入

 

 合 計 59,771

予

31 59,802

 算 事 項 入 別 明 細 書

１.総

 

　括

歳

　(歳　入) （単位：

 

千円）

款 補　正　前　

出

の　額 補　　正　　額

 

計

－103－

補

3 繰 入 金 45,9

 

13 31 45,944



 般 財 源
国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

農業集落排水事業特別会計

－104－ －105－

1

　

農 業 集 落 排 水 費 25,

(

023 31 25,05

歳

4 31

　

歳 出

出

 合 計 59,771

)

31 59,802 31

（単位：千円）

補　　　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源
一



２．

計

－106－ －107－

（まちづくり建設課）1 一般会計繰入金 45,913 31 45,944 1 一般会計繰入金 31 一般会計繰入金

　人件費補正（給与改定等）

歳

計 45

(

,913 31 45,9

第

44

3．繰入金

3款) 繰入金 (

　

第1項) 繰入金 （単位

入

：千円）

節
目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　明 補　　　正　　　理　　　由

区　　分 金　　　額

農業集落排水事業特別会



３．

  源 説　　　　　　　　明 補　　正　　理　　由
一 般 財 源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

農業集落排水事業特別会計

－108－ －109－

1 農業集落排水総務 6,82

歳

0 31 6,851 31 2 給料 16   1 農業集落排水総務事業 31

費 3 職員手当等 17

4 共済費 △5

(第

19 負担金、補 3

　

1款

助及び交付

) 農

金

業

( 1)農

集

業集落排水総務事業 （

落

まちづくり建設課） 　

排

人件費補正（給与改定

水

等）

費

6,

出

(

820 31 6,851

第

31 2 給料 16 一般職

1

16

繰入金

項)

3 職員手当等 17 地

農

域手当 1

31

業集

一般職期末手当 3

落排

勤勉手当 13

水管

4 共済費

理

△5 市町村共済組合負

費

担金（一般職） △3

（単

市町村共済組

位

合負担金追加費用 

：千

（一般職） △

円

2

）

19 負

補

担金、補 3 市町村総合

 

事務組合負担金（退職

正 

助及び交付

額

手当） 3

 

金

の 

計 2

財

3,549 31 23,

 

580 31

1．農業集

源

落排水費

 内 訳 節

目(事業) 補正前の額 補 正 額 計 特  定  財



給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

1

3

13

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

職員手当 17 1 17

比　　　較 1 3 13

168 635 431

補　正　前 167 632 418

28

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 期末手当 勤勉手当

補　正　後

0 16 17 33 △ 5

補　正　前 1 2,572 1,930 4,502 954 5,456

備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 1 2,588 1,947

16

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計

4,535 949 5,484

比　　　較

0.69 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 16 1
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

-比　　　較 0.00 0.05 0.05

有

改　正　前 2.225 2.225 4.45 有

改　正　後 2.225 2.275 4.50

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月 （月分） 12月 （月分）

252,240 円

改正前 250,650 円

平　均　年　齢 本年度 28.5 歳

令和元年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 217,500 円

改正前 216,000 円

平均給与月額
改正後

区　　　　　　　　　　分 一般職員
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